
（単位）
実績値 目標値

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３１年度

活動 市民税システム開発業務委託における作業単位の進 65.0 95.0 100.0 ― ―
指標 捗状況（％）
活動
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 41,200 78,390 30,877 0 合計 30,877,308 円
委託料 26,829,900 円

財
　
源

特定財源 0 9,648 0 0 使用料及び賃借料
4,047,408 円

一般財源 41,200 68,742 30,877 0

職員人件費　② 2,534 19,664 4,377 0

総事業費（①＋②） 43,734 98,054 35,254 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

９

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 計画推進

基本施

（

策 行政経営
施策体系

施

平

策の内容 効率的な行政

成

運営

目
　
　
　
的

　「市

２

民から信頼され、満足

８

度の高いサービ

主
た
る

年

内
容

○マイナンバーに

度

対応するシステムの改

評

修
スを提供できる市役

価

所づくり」実現のため

）

、 ○システムの動作確

刈

認
改正を重ね複雑化し

谷

た税制に対応し、正確

市

な
賦課を速やかに実施

事

する。

位
置
づ
け

関連計

務

画

根拠法令 地方税法、

事

刈谷市税条例

対象者 納

業

税義務者 事業期間 平成

評

２６年度 ～ 平成２８年

価

度

実施方法 □直営　■

シ

委託　□指定管理　□

ー

補助・助成　□その他

ト （様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

担

績

２６年度実績 ２７年

当

度実績 ２８年度実績 ２

部

９年度計画

・システム

総

導入に関する全体 ・シ

務

ステム導入に関する打

部

合 ・マイナンバーに対

一

応する改 　
　スケジュ

般

ールを作成し、各 　せ

会

（打合せ回数　21回

計

）   修 　
　工程にお

市

ける実施すべき内 ・シ

民

ステムの動作確認 　
　

税

容を確認した。 　　　

シ

　　　　　 11月～

ス

3月 　
・正確な賦課を

テ

行うためのシ ・システ

ム

ムの仮稼動 　　　――

導

―――――
　ステム導

入

入に関する打合せ 　　

事

　　　　　　　　　1

業

2月
　を実施した。 ・

担

システムの本稼動
　（

当

打合せ回数　40回）

課

　　　　　　　　　 

税

　　3月

　システム導

務

入に関する打合せを何

課

度も行い、実施すべき

款

内容・作業の洗い出し

項

をすることで、業務の

目

全体像を把握する

成果

担

とともに、適切なスケ

当

ジュール管理及び効率

係

的なシステム運用を実

市

施することができた。

民

　新しいシステムの導

税

入にあたり、今までと

係

事務の運用が変更され

2

た部分について、係内

2

で情報共有を図り、効

2

率的に業

務を行う必要がある。
課題

指標名称



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　効率的な行政運営

平

を行うにあたり、複雑

成

化した税制に対
・法的

２

業務
高い

応するシステ

９

ムを構築し、正確な賦

年

課を速やかに実施する

度

必要性 ・市民ニーズ、

（

社会需要 必要があるた

平

め。また、市民税の賦

成

課は、地方税法に基づ

２

・市民生活上必要であ

８

る　など き、市が主体

年

となって実施する事業

度

であるため。

　パッケ

評

ージシステムを導入す

価

ることにより、情報収

）

集及
・コストの節減、

刈

費用対効果
高い

びサポ

谷

ート体制の充実が図れ

市

、業務を効率的に実施

事

するこ
効率性 ・執行体

務

制の効率性 とが見込ま

事

れるため。また、事務

業

を効率的に実施できる

評

よ
・手段の最適性　な

価

ど うにパッケージシス

シ

テムへの改善要望も行

ー

っていく。

　制度改正

ト

に対応した市民税の賦

（

課は、地方税法に基づ

様

き､
・市が主体となっ

式

て実施する
普通

市が主

２

体となって実施する事

）

業であるため。
妥当性

会

　べき事業であるか
・

計

総合計画との整合性　

名

など

　市民から信頼さ

担

れ、満足度の高いサー

当

ビスを提供するた

施策

部

への ・施策への貢献度

総

普通
めに、複雑化した

務

税制に対応し、正確な

部

賦課を速やかに実
・目

一

標達成度 施できるよう

般

にシステム導入の準備

会

を行っている。これに

計

貢献度 ・市民サービス

市

への効果　など より、

民

効率的な行政運営の向

税

上を図っていくため。

シ

今後の方向性 □拡充　

ス

□現状維持　□改善・

テ

効率化　□縮小　□終

ム

期設定　□休止・廃止

導

　平成２８年度事業完

入

了

事業
担

Ｃ
 
　
Ｈ

当

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

課

　
∧
　
評
　
価
　
∨

税務課

款 項 目 担当係 市民税係

2 2 2



円

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３１年度

活動 市民税、固定資産税、軽自動車税納税通知書発送通 107,972 111,436 112,503 112,000 112,500
指標 数（通）
活動 市民税、固定資産税（償却資産）データパンチ委託 73,064 76,283 71,756 74,700 72,500
指標 件数（件）

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 40,491 37,959 84,104 60,614 合計 84,103,771 円
賃金 6,806,693 円

財
　
源

特定財源 495 499 5 8 需用費 5,939,001 円
役務費 16,746,412 円

一般財源 39,996 37,460 84,099 60,606 委託料 53,287,320 円
使用料及び賃借料 85,536 円

職員人件費　② 13,713 16,241 15,810 15,3

Ｄ

57 負担金、補助及び

　

交付金 1,238,8

　

09 円

総事業費（①

　

＋②） 54,204 5

Ｏ

4,200 99,91

　

4 75,971

建
設
事

　

業

全体事業費（単位：

∧

千円） 0 ２８年度特定

　

財源名称

２８年度まで

　

の累積事業費 0 三税申

実

告書等共同発送郵便料

　

実費徴収金、原動機付

　

自転車

３０年度以降の

施

事業費見込 0 標識再交

　

付弁償金、リサイク
ル

　

品売却収入

∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

２

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

９

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

年

要

総合計画
分野 計画推

度

進

基本施策 行政経営
施

（

策体系
施策の内容 健全

平

な財政運営

目
　
　
　
的

成

  歳入の根幹をなす

２

市税収入である市民税

８

、

主
た
る
内
容

○税情報

年

の通知
固定資産税及び

度

軽自動車税等の賦課事

評

務を適   納税通知書

価

、納付書等関係書類の

）

印刷
正かつ効率的に遂

刈

行し、健全な財政運営

谷

を図   郵便料 
る。

市

○所得情報処理の事務

事

支援
  データ入力委

務

託
○固定資産評価の事

事

務支援
  標準宅地の

業

鑑定委託
  地価形成

評

要因等調査委託

位
置
づ

価

け

関連計画  

根拠法令

シ

地方税法、刈谷市税条

ー

例

対象者 納税義務者 事

ト

業期間 ～

実施方法 ■直

（

営　■委託　□指定管

様

理　□補助・助成　□

式

その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業

総

　
実
　
績

２６年度実績

務

２７年度実績 ２８年度

部

実績 ２９年度計画

・臨

一

時職員賃金 ・臨時職員

般

賃金 ・臨時職員賃金 ・

会

臨時職員賃金
・各税納

計

付書、封筒等印刷費 ・

賦

各税納付書、封筒等印

課

刷費 ・各税納付書、封

事

筒等印刷費 ・各税納付

務

書、封筒等印刷費
・デ

事

ータパンチ委託料 ・デ

業

ータパンチ委託料 ・デ

担

ータパンチ委託料 ・デ

当

ータパンチ委託料
・郵

課

便料 ・郵便料 ・郵便料

税

・郵便料
・鑑定評価 ・

務

鑑定評価 ・鑑定評価 ・

課

鑑定評価
・整理図印刷

款

機器借上げ ・整理図印

項

刷機器借上げ ・整理図

目

印刷機器借上げ ・整理

担

図印刷機器借上げ

下記

当

のとおり、適正な賦課

係

を実施した。

成果
課税

税

額  　　市民税  

制

     16,77

係

3,525千円   

2

  固定資産税   

2

15,251,800

2

千円 　　都市計画税   2,776,448千円

          　軽自動車税      251,234千円     たばこ税      1,162,026千



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 46,817 54,522 50,876 81,652 合計 50,875,726 円
需用費 432,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 42,367,644 円
使用料及び賃借料

一般財源 46,817 54,522 50,876 81,652 4,987,900 円
負担金、補助及び

職員人件費　② 5,906 7,364 24,032 23,740 交付金 3,088,182 円

総事業費（①＋②） 52,723 61,886 74,908 105,392

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

９

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 計画推進

基本施

（

策 行政経営
施策体系

施

平

策の内容 健全な財政運

成

営

目
　
　
　
的

　税額計

２

算を正確かつ迅速に実

８

行するととも

主
た
る
内

年

容

○システムの保守管

度

理
に、個人情報である

評

各種税関係情報を適正

価

に ○機器借上げ
管理し

）

、情報の漏洩を防止す

刈

る。 ○各種負担金
 （

谷

地方税電子化システム

市

利用負担金等）

位
置
づ

事

け

関連計画  

根拠法令

務

地方税法、刈谷市税条

事

例

対象者 納税義務者 事

業

業期間 平成１５年度 ～

評

実施方法 □直営　■委

価

託　□指定管理　□補

シ

助・助成　□その他

ート （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

名

２６年度実績 ２７年度

担

実績 ２８年度実績 ２９

当

年度計画

・保守管理 ・

部

保守管理 ・保守管理 ・

総

保守管理
・軽微な改修

務

・軽微な改修 ・軽微な

部

改修 ・軽微な改修

下記

一

の納税義務者及び課税

般

対象物件のデータをシ

会

ステムで適正に管理す

計

るとともに、適切な賦

賦

課事務を遂行できた。

課

成果
賦課件数 

　市民

事

税　　　個人：  7

務

8,119人、 法人

シ

： 3,592法人　

ス

軽自動車税　40,9

テ

97台

　固定資産税　

ム

家屋：  50,54

管

3棟、 土地： 10

理

7,907筆　都市計

事

画税　家屋：　44,

業

213棟、 土地：　

担

58,085筆

課題

指

当

標名称（単位）
実績値

課

目標値

２６年度 ２７年

税

度 ２８年度 ２９年度 ３

務

１年度

活動 個人住民税

課

（当初課税）及び法人

款

市民税エルタック 93

項

,060 100,06

目

1 123,409 12

担

5,000 129,0

当

00
指標 ス課税データ

係

件数（件）
活動 固定資

税

産税（償却資産）電子

制

申告件数（件） 1,0

係

56 1,295 1,5

2

21 1,600 1,8

2

00
指標

 
他市との
比

2

較検証
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